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　経済分析の手法の一つとして初めて産業連関表が世に出たのは1930年アメリカのレオンチェフ
によってであった。その後この手法は種々の問題を含みながらも急速な発展をとげ，高い評価を
受けて世界各国に利用されるに至った。我が国では昭和28年表から作成され，北海道でも32年に
30年表が完成し，その後34年延長表，35年表，38年延長表ができている。

  1． 産業連関表

　産業連関表は一国あるいは一地域の経済体系におい

て一定期間に行われた財貨およびサービスの産業相互

間および産業と最終需要間の取引を記入した表であ

り，第1表にその概略を示す。まず縦にみていくとこ

れはその部門の費用構成を示している。たとえば林業

についてみるならば，一般農作物を5億円，林業自体

から179億円，製材・木製品部門からは2億円それぞ

れ購入し，その他を合計すると産業部門からの中間投

入額は377億円，付加価値部門の440億円（営業余剰

等を含めて）をあわせると総合計817億円ということ

になる。

　一方この表を横にみていくと，例えば製材・木製品

部門を例にとるならば，その製品を林業に2億円，製

材・木製品自体に20億円，家具に33億円，パルプ・紙

に77億円販売し，その他を含めて産業部門の中間需要

として 377億円販売したことを示している。さらに最

終需要部門に対して233億円販売し，輪移入分68億円

を控除すると合計542億円生産したことになり，これ

は販路構成を示している。総生産額と総投入額とは一

致する。

　このように産業連関表によって部門間の取引き，あ

るいは地域社会全体の投入，産出関係を知ることがで

きる。第2・3表は昭和38年北海道産業連関表（57部

門）より特に我々に関係の深い林業，製材・木製品，

家具，パルプ・紙の4部門について，投入・産出額を

ひろいあげたものである。4部門の区分は第4表に示

すとおりである。第2表は連関表を縦にみたもので，
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第4表　木材4部門の範囲

投入額の大きい業種から配列した。林業についてみる

と勤労所得から運輸までの4部門が主なもので，それ

らの合計は80％を越えている。全投入額のうち産業部

門からの中間投入は46.2％で全産業平均に比較して低

い。これは基礎産業の性格を示している。製材・木製

品については林業からの投入が60.4％と圧倒的に大き

く，次いで勤労所得，運輸を含めると78％になり他は

小さい。中間投入比率は81.8％と高い。

　家具では製材・木製品からの投入が30.0％となって

おり，以下勤労所得，営業余剰と続いている。パルプ

・紙では同部門からの投入が35.7％で第1位であり，

林業，営業余剰と続いている。家具，パルプ・紙とも

に中間投入比率は高い方である。

　次に産業連関表を横にみていくと，生産額およびど

の部門に需要されたかを知ることができる。第3表に

よってみると林業からは製材・木製品部門への産出が

大きく，全体の40％を占めている。次いで林業，パル

プ・紙となっている。最終需要に直接つながるものは

9％で，91％が他の産業部門の原材料として販売され

ることから，中間財産業の性格を有している。製材・

木製品についてみるならば建築に30.7％と一番多く販

売されており，移出，輸出がそれぞれ21.4％，20.6％

と大きいのが特徴である。次いでパルプ・紙，家具と

なっている。中間需要比率は61.7％となっているが，
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これは移出および輸出が最終需要として処理している

が，その内容は本州あるいは欧米諸国で中間材として

使用されることが予想されることから実際には中間需

要比率はさらに高まり，直接最終需要に結びつくもの

は少ないと見るべきである。家具については，道内生

産 111億円，移輸入61億円，総需要額 172億円という

バランスになっているが，この連関表では移輸入につ

いてはどの部門に流れたかわからない普通競争移輸入

型となっているため，道内生産に対する比率では建築

に76.5％，民間消費支出に42.1％という数字になって

いる。しかし他部門には大きいものがないので，家具

部門の生産品は建築，民間消費支出にその大半が向け

られているといえよう。最後にパルプ・紙についてで

あるが，移出と自部門で90％を越えている。中間需要

比率は46.5％，最終需要比率53.5％であるが，製材同

様，移出の内容を考えるとむしろ中間需要比率の方が

高くなることが容易に予想される。

　2． 波及効果

　以上産業連関表から木材産業について投入と産出を

みて来たのであるが，産業全般についてみると，全て

の産業は最終需要を充すために生産活動を行っている

といえよう。業種によって最終需要に直結する部分が

大きかったり，生産財として他の産業の原材料として

需要される部分が大きいという相異はあっても，最終

的には最終需要のための生産であるといえる。われわ

れの経済は最終需要が生産を誘発し，生産によって付

加価値が発生し，それが所得として分配され，次の最

終需要として支出されるという形で循環している。産

業連関分析はこれらの循環の中で最終需要→生産の部

分を分析対象としている。その理論構成は

　①産業連関分析では産業相互間および最終需要，附

加価値等との数量関係を決定する。

　②次に別のモデルによって最終需要を外生的に与え

て，これを充すための各産業の生産水準を決定する。

　ここで仮りに将来の経済を予想して製材・木製品に

対する最終需要が増加したとする。その増加分を充す

ためには当然それだけの製材・木製品生産が増加しな

ければならない。これを直接効果と称する。しかし，

直接効果のみにとどまらずその生産増加分に使用する

林業の生産も増えなければならない。その林業生産の

増加分に対して又製材・木製品が必要になってくる。

この間接効果は無限に続くが，その値は次第に0に近

づく。この波及効果は当該産業部門の最終需要に変化

がなくても，他部門の変化によって影響を受けること

もある。これらの影響の強さを数字に示したのが逆行

列係数表である。

　逆行列係数表は産業連関表からの投入係数表を作

り、それの逆行列を計算によって作成する。投入係数

というのは第2表の％の欄に示したもので各業種別に

総投入額を1とした数字で示される。

　逆行列係数表から4部門について縦横の数字を抜き

出し，大きさの順序に並べたのが第5表と第6表であ

る。この逆行列係数は最終需要1単位当りの直接間接

必要生産額を示している。第5表には木材関係4部門

の縦の係数が入っている。この表から読むと，例えば

林業に100億円の最終需要が与えられたときには，林

業生産総額 199億円必要であることがわかる。その内

訳としては林業自体が直接効果として最終需要をみた

すために100億円の生産が必要であり，間接効果とし

て林業で29億円，運輸に16億円，鉄鋼一次製品5億円

以下銑鉄，粗鋼，石油，金属，商業等に波及してい

る。

　製材・木製品についてみるならば100億円の最終需

要に対しては全産業で272億円の生産が必要となり，

製材・木製品に対する100億円の直接効果を除けば，

間接効果の最も大きく波及するのは林業の82億円であ

る。これは第2表の製材・木製品部門における林業か

らの投入係数60.4％からもこのような82億円と大きく

なることが予想される。林業についで運輸の19億円が

大きく，以下鉄鋼，銑鉄，石油の順になっている。

　家具では 100億円の最終需要に対して 266億の生産

が必要であり，これは製材・木製品部門と大体同様で

ある。ただ家具自体に対する間接効果が 0.1億円と少

い。間接効果としては製材・木製品の32億円，林業の

27億円，運輸の11億円となっており，投入係数表では

林業は0であるのに対し，製材・木製品の生産を誘発

する結果林業生産を誘発し，運輸にまで大きく影響し
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ている。

　パルプ・紙部門では295億円で対象4部門中最大で

あり，最終需要100億円に対して自部門に対する間接

効果が57億円とこれまた4部門の中でも大きい。次い

で林業の32億円，製材11億円，運輸10億円，電力9億

円等となっている。

　第6表は逆行列係数表から木材関係4部門について

横の係数を抜き出してのせてある。これは他産業から

受ける影響を示したものであり，その合計は全産業に

1単位づつ最終需要が与えられたとき必要とする生産

額を示している。これによると，林業ではその製品が

最も多く利用される製材，パルプに影響を受け，次い

でその製材品を利用する家具，建築，仮設部門，さら

にはパルプ製品を利用する印刷等となっている。各産

業一律に 100億円の最終需要が与えられたときの林業

生産の必要額471億円は非常に大きく，57部門中第3

位であり，他産業から受ける影響が大きいことを示し

ている。

　次に製材・木製品では，やはりその製品の需要先で

ある家具，建築，仮設部門，パルプ・紙等の順になっ

ている。

　家具についてみるならば，建築の10億円を除けば他

はいずれも小さく，総額で121億円となっており直接

効果を除けば21億円で他産業の影響を殆んど受けない

業種である。

　パルプ・紙部門では仮設部門は別にして印刷・出版

に大きい影響を受け，家具以下多くの業種から影影を

受けており，総額 394億円は比較均影響を受ける度合

が大きい業種である。

　3． 感応度係数と影響力係数

　以上逆行列係数表から，縦列の係数は特定産業部門

に1単位の最終需要が与えられたとき，他産業に与え

る影響を示すものであり，横行の数値は全産業一律に
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1単位の最終需要が与えられたときに，他産業から受

ける影響を示すものであることがわかった。この縦横

の合計を影響力と感応度という。業種によってその強

さに特徴があるので，全産業の平均値を 100とした指

数で表わしたものが影響力係数と感応度係数である。

なおこの係数については，自部門の直接間接効果を含

めるか否かによって第1種～第3種係数があるが，こ

こでは全部含めた第1種係数についてみていくことに

する。

　57業種について下図に示した。二つの係数について

平均以下と平均以上に分類すると，図に示した如く

Ⅰ～Ⅳのグループに分類することができる。Ⅰのグル

ープに属するものは感応度も影響力も低いことから他

産業から独立あるいは孤立的な業種といえよう。この

グループに入る業種としては石炭を除く鉱業，化学繊

維紡績および化学繊維原料，金融，保険および不動産

業等がある。

　Ⅱのグループに入る業種は，影響力が大きく感応度

が小さいというものであるが，これには食品製造業，

皮革・ゴム製品，電気機械，輸送機械，建築，土木等

があげられる。

　Ⅲのグループは逆に感応度が大で，影響力が小とい

う業種であるが，これには農林水産の第1次産業，石

油製品，電力，商業，運輸等があげられる。

　Ⅳのグループは感応度，影響力がともに大きい業種

であるが，これには製材，パルプ，基礎化学薬品，銑

鉄，鉄鋼一次製品，一般機械等があげられる。

　木材関係4部門については図に明示したごとく，林

業においては感応度が大で，影響力は平均以下であ

る。他の製材，家具，パルプはいずれも影響力が大で

あるが，感応度についてみると家具だけが平均よりか

なり低いところにある。

　4． 最終需要依存度

　各産業の生産物のうち直接的には中間需要に向けら

れるものがあったにしても，究極的には最終需要を充

すための原材料として使用されることは前述のとおり

である。このことから最終需要のうち，消費かあるい

は投資が直接間接的に各産業の生産をどれだけ誘発し

たかを追求し，各産業別誘発額の合計を100として各

最終需要の構成比を求めたのが最終需要依存度であ

る。先に産業連関表から直接みた販路構成（第3表）

が直接的市場構成を示すのに対し，この最終需要依存

度は，各産業の究極的な市場構成を示すものといえ

る。

　第7表に示したのは，35年表より作成した最終需要

依存度である。北海道産業全体としては移出に依存す

る割合が大きいこと，道に民間消費支出，総固定資本

形成に依存するところが少ないのが全国値に比較して

特徴的である。木材関連4部門についてみると，家具

を除いて他は輸移出に依存するところが非常に大きい

ことが目立つ。家具では輸移出が少ないわりに，道内

固定資本形成に依存する割合が大きく，次いで民間消

費支出となっている。

57部門の影響力と感応度
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　5． 生産誘発係数

　次に最終需要が生産を誘発する強度をみるのが生産

誘発係数で示される。これは最終需要による生産誘発

額を各最終需要の総額で除したものである。

　第8表に示したものは35年表より，木材関連4部門

について最終需要別生産誘発係数を抜萃したものであ

る。表によれば，例えば家計外消費支出100億円は全

産業に対して228億円の生産を誘発することを示して

いる。関連4部門ではパルプ・紙が約4億円，林業が

3億円，以下製材・木製品，家具となっている。

　林業についてみるならば，輸出と移出，次いで道内

総固定資本形成が生産誘発要因として強く影響してい

る。製材・木製品では輸出が50.96％と非常に強く次

いで道内総固定資本形成となっている。家具について

は目立ったものがなく，パルプ・紙では移出が比較的

強く生産を誘発する。

　むすび

　以上述べてきたのは産業連関

分析のうち最も基本的なもので

あり，最近はいろいろな角度か

らの分析が試みられている。紙

数の関係で詳述できないのであ

るが，産業連関分析の基本的な

考え方は，投入係数から求めら

れる逆行列係数を用いて産業間

の生産の連結関係を効果的に解

明することにあった。その具体

的な利用法として
　第1に，波及効果の観点から産業構造の現状分析を

することである。

　第2に，現時点の連関表を利用して，もし将来の最

終需要の水準と構成が推定されれば，それに見合った

各産業の将来の生産額を予測することに応用できる。

　第3に，例えば立案された経済計画に無理があるか

どうかを判定する計画編成、あるいは行動計画の作成

にも応用できる。

　現状では産業連関分析はもっぱら第1の現状分析に

利用され，その他については今後の課題になっている

ようである。しかしながら急速度に開発されているの

で，有力な経済分析の手法として今後に期待がかけら

れる。

　　　　　　　　　　　　　－林産試　経営科－


